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   資料１① 

「留萌市こども計画」策定概要 
 

１ 計画策定の目的 

留萌市には、こどもと子育て家庭を支援する計画として「留萌市子ども•子育て支援事

業計画」（平成27年度開始、令和２年度から第２期、令和７年度から第３期として現在進

行中）があります。この計画によって、幼児期の教育・保育について必要な提供量を確保す

るとともに、一人ひとりのこどもが健やかに成長することができる社会の実現に向けた取

り組みを進めています。 

しかし、全国的に、深刻な少子化の進行、核家族化や地域のつながりの希薄化、家庭や地

域の子育て力の低下、こどもや子育て家庭の抱える様々な課題の顕在化などが問題となっ

ており、国では、これらの課題に対応してこどもに関する施策を統合的に推進するための

「こども基本法」を令和５年４月に施行しました。 

留萌市も、上述のような課題と全く無縁であるとはいえません。これからの市を担う全

てのこどもや若者が、心身の状況、置かれている環境等にかかわらず健やかに成長するこ

とができ、その権利が守られ、将来にわたって幸福な生活を送ることができる社会の実現

は、強く求められるところです。 

以上のことから、今回、「留萌市子ども•子育て支援事業計画」の理念を踏まえつつ、「こ

ども基本法」に基づく「市町村こども計画」として、本市のこども・若者・子育て当事者に

関わる取り組みを総合的に推進する「留萌市こども計画」（以下、「本計画」といいます。）

を新しく策定することとなりました。 

 

 

「こども」、「子ども」の表記について 

こども基本法では「こども」を「心身の発達の過程にある者」と定義しています。 

同法の基本理念として、全てのこどもについて、そのすこやかな成長が図られる権利

が等しく保障されること等が定められており、その期間を一定の年齢で画することの

ないよう、「こども」と表記しています。これを踏まえ、こども家庭庁でも「こども」

の使用を推奨していることから、本計画でも原則として「こども」表記としていくこと

とします。 

ただし、国の法令や制度、市の条例・規則等に基づく用語や他文献からの引用、固有

名詞などについては、「子ども」を使用します。 
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２ こども・若者を取り巻く社会情勢と国の動向 

令和７年９月の厚生労働省の発表によると、令和６年の出生数は

68.6万人と前年より4.1万人減少し、過去最低水準を更新しました。ま

た、合計特殊出生率は、1.15と令和５年の1.20からさらに低下しまし

た。昭和22年に統計を取り始めてからの最低水準で、前年を下回るの

は９年連続となります。 

 

令和５年４月にこども家庭庁が創設され、こども施策を社会全体で総

合的かつ強力に推進していくための包括的な基本法として「こども基本

法」が施行されました。同法は、こども施策の基本理念、こども大綱の

策定やこども等の意見の反映などについて定めています。 

 

令和５年12月には「少子化社会対策基本法」、「子ども・若者育成支

援推進法」、「子どもの貧困対策の推進に関する法律」に基づく各大綱を

一元化した「こども大綱」が閣議決定されました。 

 

令和６年５月には、こども家庭庁が各省庁と連携して進めるこども政

策の全体像とアクションプランとなる「こどもまんなか実行計画2024」

が決定されました。令和７年６月には「こどもまんなか実行計画2025」

が策定され、こども大綱の６つの基本方針のもと、特に「困難に直面す

るこども・若者への支援」「未来を担うこども・若者へのより質の高い

育ちの環境の提供と少子化対策の推進」「『こどもまんなか』の基礎とな

る環境づくりの更なる推進」の３領域に重点的に取り組む方向性が示さ

れています。 
 

  

出生数が 

過去最低を 

更新 

こども 

家庭庁と 

こども 

基本法 

こども大綱 

こども 

まんなか 

実行計画 
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３ こども計画に関わる「こども基本法」と「こども大綱」 

（１）こども施策の推進に向けた６つの基本理念 

本計画策定の大きな背景の一つとして「こども基本法」（令和５年４月に施行）の存在が

あります。社会全体でこの基本法の内容に沿い、こどもや若者に関する取り組み「こども

施策」を進めていくこととされており、「こども施策」は次の６つの基本理念のもとに行わ

れます。 
 

 

 

（２）こども大綱が目指す「こどもまんなか社会」 

「こども大綱」では「こどもまんなか社会」を目指すとしています。「こどもまんなか社

会」とは、「全てのこども・若者が、日本国憲法、こども基本法及びこどもの権利条約の精

神にのっとり、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立した個人としてひとしく健やか

に成長することができ、心身の状況、置かれている環境等にかかわらず、ひとしくその権

利の擁護が図られ、身体的・精神的・社会的に将来にわたって幸せな状態（ウェルビーイン

グ）で生活を送ることができる社会」とされています。 

 
 

    

  

すべてのこどもは大切にされ、基本的な人権が守られ、差別されないこと。1

すべてのこどもは、大事に育てられ、生活が守られ、愛され、保護される
権利が守られ、平等に教育を受けられること。2

年齢や発達の程度により、自分に直接関係することに意見を言うことが
でき、社会のさまざまな活動に参加できること。3

すべてのこどもは年齢や発達の程度に応じて、意見が尊重され、
こどもの今とこれからにとって最もよいことが優先して考えられること。4

子育ては家庭を基本としながら、そのサポートが十分に行われ、
家庭で育つことが難しいこどもも、家庭と同様の環境が確保されること。5

家庭や子育てに夢を持ち、喜びを感じられる社会をつくること。6

全てのこども・若者が
身体的・精神的・社会的に幸福な生活を送ることができる社会

こどもまんなか社会
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４ 「留萌市こども計画」策定方針 

（１）計画の期間 

本計画の計画期間は、令和９年度から令和11年度の３年間とします。 

計画の最終年度である令和11年度には、「第３期留萌市子ども・子育て支援事業計画」

とともに内容を見直し、令和12年度以降は次期「留萌市こども計画」として両計画を統合

し、一体的に策定する予定です。 

 計画の期間 

 

 

（２）計画の位置付け 

本計画は、「留萌市総合計画」を上位計画とする個別計画として位置付け、福祉分野の上

位計画である「留萌市地域福祉計画」ほか、市の関係する各分野の計画と連携・整合を図り

ながら策定します。 

令和７年度から始まっている「第３期留萌市子ども・子育て支援事業計画」では、子ど

も・子育て支援法第61条第１項に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計画」として、

一人ひとりのこどもが健やかに成長することができる社会の実現に向けた取り組みを進め

ています。 

これに対し、本計画はこども基本法に基づく「市町村こども計画」として、こども大綱等

を勘案するとともに、本市における「こども・若者計画（子ども・若者育成支援推進法）」

としての取り組みも包含して策定するものです。こども・若者・子育て当事者にかかわる

本市の取り組みを横断的・総合的に結びつける計画として、前述の子ども・子育て支援事

業計画における取り組みも本計画の構成の中で再構築していきます。 

  

令和

２年度

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

第３期
留萌市 子ども・子育て支援事業計画

（令和７年度～令和11年度）

第２期
留萌市子ども・子育て支援事業計画

（令和２年度～令和６年度）

～
令和

12年度～

（本計画）

留萌市 こども計画
（令和９年度～令和11年度）

連携・整合

(次期）

留萌市 こども計画
（令和12年度～）

一体のものとして策定の予定
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 各計画との連携・整合 

 

 

（３）計画の策定体制 

計画の策定にあたり、学識経験者、地域で子育て支援に関わっている団体の代表、事業

主の代表、労働者の代表、子育て当事者などで構成される「留萌市子ども・子育て会議」に

おいて、計画内容等についての検討・協議を行います。 

市民やこども・若者の意見を計画に反映させるため、令和7年度に実施した「子どもの生

活アンケート（小学5年生・中学2年生・保護者）」「若者アンケート（高校生世代～34歳の

市民）」の結果を活用するほか、計画素案の段階で市民意見公募（パブリックコメント）を

実施します。 
 

 計画の策定体制 

  

留萌市地域福祉計画

上位計画

留萌市総合計画
教育・子育ての目指す姿「学校・家庭・地域が連携した教育と子育て環境の充実」

留
萌
市
食
育
推
進
計
画

留
萌
市
男
女
共
同
参
画
基
本
計
画

連
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・
整
合
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市
子
ど
も·

子
育
て
支
援
事
業
計
画

留
萌
市
障
が
い
支
援
計
画

高
齢
者
保
健
福
祉
計
画•

介
護
保
険
事
業
計
画

留
萌
市
健
康
づ
く
り
計
画

留
萌
市
地
域
防
災
計
画

留
萌
市
教
育
ビ
ジ
ョ
ン

留
萌
市
こ
ど
も
計
画

連
携
・
整
合

留萌市
（計画決定・実行機関）

留萌市
子ども・子育て会議

（審議等機関）

報告

意見反映 会議運営
教育委員会
子育て支援課

（事務局）

子ども•子育て支援
庁内連絡会議

調整・連携

・市民アンケート
・パブリックコメント 等
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５ 計画構成（施策体系）の検討 

本計画の取組の多くが「第３期留萌市子ども・子育て支援事業計画」と近似になると想

定されますが、市の上位計画・関連計画、道計画との整合を図るとともに、こども大綱を勘

案した計画として再構成する必要があります。 

わかりやすい明確な流れの提示が重要であり、こども大綱における重要事項・必要事項

に沿った構成を検討中です。 

 

 計画構成の検討 

 

 

 

６ こども・若者の意見聴取の検討 

令和７年度実施の「子どもの生活アンケート（小学5年生・中学2年生・保護者）」「若者

アンケート（高校生世代～34歳の市民）」に加え、こども基本法第１１条の規定に基づき、

こども・若者の意見を本計画に反映させるための意見聴取を検討しています。 

（案）対面での意見聴取 

・実施方法：ワークショップ形式 

・対象者 ：市内在住の高校生年代 

・実施時期：令和８年夏～秋の間 

【参考】こども大綱 重要事項（抜粋）

１ ライフステージを通した重要事項

（１）こども・若者が権利の主体

（２）多様な遊びや体験、活躍できる機会

（３）切れ目のない保健・医療

（４）こどもの貧困対策

（５）障害児支援・医療的ケア児支援

（６）虐待防止・社会的擁護・ヤングケアラー

（７）自殺対策、犯罪からこども・若者を守る

２ ライフステージ別の重要事項

（１）こどもの誕生前から幼児期まで

（２）学童期・思春期

（３）青年期

３ 子育て当事者への支援に関する重要事項

（１）経済的負担の軽減

（２）地域子育て支援、家庭教育支援

（３）共働き・共育ての推進

（４）ひとり親家庭への支援

勘案

第３期留萌市子ども・子育て支援事業計画 構成

留
萌
市
こ
ど
も
計
画

構
成
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「こども・若者の意見聴取」 検討中案 

 

・名  称：留萌市こども・若者ミーティング2026（仮） 

・実施時期：令和8年8～10月頃の想定 

・場  所：未定 

・対象者 ：留萌高等学校生徒 ないし留萌市在住の高校生年代 

・参加人数：15～20名程度 

 

・実施形式：ワークショップ形式 

 （５名程度×３～４グループでテーブルに着席） 

・ファシリテーター：全体進行役1名 

・テーブルファシリテーター：各テーブルに1名ずつ配置 

（子育て支援課の職員等 ※なるべく若いスタッフを配置） 

・事務局：留萌市教育委員会子育て支援課 

 

      イメージ 

 

 

 

 

 

【目的・背景等】 

・「留萌市こども計画」（R9～R11年度）は留萌市における「市町村こども計画」とし

て策定する。 

・「こども大綱」では、こども施策に関する基本的な方針として「こどもや若者、子育

て当事者の視点を尊重し、その意見を聴き、対話しながら、ともに進めていく」とさ

れている。 

・こどもや若者の意見聴取について、小学5年生・中学2年生、若者（高校生世代～34

歳）へのアンケートを別途実施している。加えて、市内在住に限らず留萌市に縁を持

つ高校生年代の生の声から、若い世代にとって魅力あふれるまちのイメージを把握

し、留萌市において「こどもまんなか社会」を実現していくための取り組みに反映さ

せたい。 

・市外在住の高校生にも、ワークショップの中で留萌市の考え方などが伝わり、将来的

に子どもを生み育てる場所として留萌市を候補にしてもらえることを期待する。 

フ 

資料１②  
 



 

 

   資料２① 

令和７年度具体的事業実績評価について 

 「留萌市子ども・子育て支援事業計画」に掲げる計１０６の事業からなる具体的事業の令和７
年度の実績評価について、評価対象外５事業を除く１０１事業のうち、十分な成果（Ａ）と一定
の成果（Ｂ）の合計が９８事業と全体の９７％を占める結果となりました。 
 

計画に基づく具体的事業の進捗状況等について 

十分な成果 一定の成果 成果が低い 評価対象外

Ａ Ｂ Ｃ

①　地域子育て支援の充実 14事業 4事業 2事業

②　就学前教育・保育の充実 7事業

③　学校教育環境の充実 5事業 8事業

④　情報提供・相談体制の充実 3事業 1事業

⑤　母子保健・医療体制の充実 9事業 1事業

⑥　食育の推進 2事業 3事業 1事業

⑦　安心・安全な生活環境の整備 4事業 1事業

⑧　仕事と子育ての両立支援（再掲） 2事業 2事業

⑨　子どもの健全育成 12事業 1事業 1事業

⑩　次代の親育成

⑪　家庭や地域の教育力の向上 4事業

⑫　有害環境対策の推進 1事業 1事業

⑬　子どもの権利・安全の確保 2事業

⑭　児童虐待防止の推進 1事業 1事業

⑮　ひとり親家庭等への自立支援 3事業

⑯　障がい児施策の推進 5事業 2事業

⑰　その他支援を必要とする児童に
対する施策の推進

1事業 1事業

⑱　その他（実現に向けて検討が必
要な事業）

5事業

合計 75事業 23事業 3事業 9事業

基本目標

実績評価



評
価

事業実績
事業

決算額
(円)

事業成果目標
事業

予算額
(円)

① 1 地域子育て支援拠点事業
（子育て支援センター事業）

A

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子
育てについての相談、情報の提供、助言その他の援助を行
い、また、育児不安などの子育て相談や親子同士のふれあい
の場も提供し、育児に関する講演会等を開催するなど、子育て
家庭に対する様々な事業を推進した。
　【目標】子育て支援センター年間延利用人数　　５，１０１人
　【実績】子育て支援センター年間延利用人数　　６，４９９人

539,000 【目標】　子育て支援センター年間延利用人数　　４，９１０人 539,000
子育て支援課
（支援センター）

① 2

利用者支援事業

（地域子ども・子育て支援事業）

※基本目標④「情報提供・相談体制の充実」再掲事
業

A

　教育・保育や地域の子育て支援事業の情報提供及び相談助
言を行うとともに、関係機関との連絡調整を図る。また、子育
て世代包括支援センターとして、妊娠期から子育て期への切
れ目ない支援を図っていく。
　子育て支援センター及び子育て支援課において、幼児教育・
保育施設に関する利用相談や子育て・母子保健情報の提供を
実施した。
　【目標】　設置か所　２か所
　【実績】　設置か所　２か所

-
【目標】　設置か所　１か所

-
子育て支援課
（支援センター）

保健医療課

① 3 妊婦等包括相談支援事業
（地域子ども・子育て支援事業）

A

　妊婦や子育て家庭が安心して出産・子育てできるよう、保健
師や助産師などの専門職が妊娠期から子育て期にわたって
継続的に寄り添い、相談に応じた。
　【目標】　面談回数　２１３回/年
　【実績】　面談回数　２０２回/年

14,955 【目標】　面談回数　２０４回/年 5,909 保健医療課

① 4 妊婦のための支援給付 A

全ての妊婦・子育て家庭が安心して出産・子育てができる環境
整備が喫緊の課題であり、妊娠届から出産・子育てまで一貫し
て身近で相談に応じ、様々なニーズに応じた支援につなぐ伴
走型の相談支援の充実と、経済的支援を一体として実施し
た。

　【目標】　給付延人数　１５０人
　【実績】　給付延人数　１２９人

6,461,770 【目標】　給付延人数　１５０人 8,442,000 保健医療課

① 5 親子ひろば事業 A

　市内６か所の児童センターにおいて、未就学の幼児・児童を
対象に、遊びを中心とした親子の交流の広場を提供した。
　【目標】
　　子育て支援センター及び児童センター年間延利用回数
　　６，７８０人
　【実績】
　　子育て支援センター及び児童センター年間延利用回数
　　６,４５５人

【目標】
　未就学児童の子育て支援センター及び
　児童センター年間延利用回数　６，７８０回

子育て支援課
（支援センター）

① 6
ファミリー・サポート・センター事業

（地域子ども・子育て支援事業）

※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事業

A

　事業受託団体であるＮＰＯ法人と連携・協力し、子育ての援
助を受けたい人と援助を提供できる人を地域で結び付ける「子
育ての相互援助活動」により、地域ぐるみで子育てを支援し
た。
　【目標】年間延利用人数　４１８人
　【実績】年間延利用人数　６９４人

6,864,000 【目標】　年間延利用者数　４１８人 8,165,000 子育て支援課

① 7 一時預かり事業
（地域子ども・子育て支援事業）

B

　家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼
児を主に昼間、一時的に預かり、必要な保護を行った。幼稚園
型認定こども園では在園児を対象とした預かり保育を実施し、
それ以外は、ファミリー・サポート・センター事業と合わせて実
施した。
　【目標】幼稚園における一時預かり年間延利用人数
　　　　１０，０６５人
　【実績】幼稚園における一時預かり年間延利用人数
　　　　　１，６８３人（幼稚園型　１，６６０人、一般型　２３人）

2,626,400
【目標】
　幼稚園における一時預かり年間延利用人数　９，６７５人

7,287,000 子育て支援課

① 8 産後子育てサポート事業 A

　乳児全戸訪問時において、ファミリー・サポート・センター事
業の説明及び３時間の無料券を配布し、産後の子育てを支援
した。
　【目標】　年間延利用者数　１６名
　【実績】　年間延利用者数　２０名

66,515 【目標】　年間延利用者数　２０名（前年以上） 101,000 子育て支援課

① 9 乳幼児全戸訪問事業
（地域子ども・子育て支援事業）

A

　生後４カ月までの乳児がいるすべての家庭を訪問し、子育て
支援に関する情報提供や養育環境等の把握を行い、子育て
支援を推進した。
　【目標】　年間延べ訪問件数　７１件
　【実績】　年間延べ訪問件数　６０件

209,000 【目標】　年間延べ訪問件数　６８件 228,000
子育て支援課
（支援センター）

① 10
養育支援訪問事業

（地域子ども・子育て支援事業）

※基本目標⑯「障がい児施策の推進」再掲事業

B

　乳幼児全戸訪問事業と連携し、養育支援が特に必要な家庭
に対して、その居宅を訪問し、家事・育児支援や養育に関する
指導・助言等を行うことにより、適切な養育の実施を確保する
など子育て支援を推進した。
　【目標】　養育支援対象者数　２０名
　【実績】　養育支援対象者数　１０名

【目標】　養育支援対象者数　２１名
子育て支援課
保健医療課

① 10-1
乳児等通園支援事業（こども誰でも
通園制度）

令和８年度より実施 - 【目標】　利用定員　６人 - 子育て支援課

① 10-2 子育て世帯訪問支援事業
（地域子ども・子育て支援事業）

令和８年度より実施 - 【目標】　利用世帯　１２世帯 - 子育て支援課

① 11 子ども（乳幼児等）医療費助成事業 A

　乳幼児世帯の健康増進及び経済的な負担軽減を図るため、
０歳児から高校生等までに拡大して医療費の助成を行い、子
育て支援を推進した。
　【目標】乳幼児等一人当たりの助成件数　１０．０件以上
　【実績】乳幼児等一人当たりの助成件数　１８．２件
　　　（年間延助成件数29,332件、助成対象者数1,612人）

60,514,136 【目標】　乳幼児等一人当たりの助成件数　１０．０件以上 59,554,000 市民課

所管課

　第３期子ども・子育て支援計画　具体的事業進捗状況等管理表

基
本
目
標

番
 

号
具体的事業名

令和７年度 令和８年度

※①1に記載

※①8に記載

※①5を含む

※①10を含

十分な成果が得られた Ａ

一定の成果が得られた Ｂ

得られた成果が低かった Ｃ

評価対象外

評　　　　価

※①1に記載

※①8に記

※①5を含む

※①10を含

資料２②
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① 12

放課後児童健全育成事業（留守家
庭児童会）
（地域子ども・子育て支援事業）
※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事業

A

　就労等により保護者が日中家庭にいない小学校１年生から
６年生に、小学校の余裕教室、児童館等を利用して適切な遊
びと生活の場を提供することにより、子どもの健全育成を図っ
た。
　【目標】　留守家庭児童会登録児童数　１９４人
　【実績】　留守家庭児童会登録児童数　１８２人

10,397,437 【目標】　留守家庭児童会登録児童数　１８１人 13,725,000 子育て支援課

① 13 地域組織活動
（児童センターサポートクラブ活動費補助金）

A

　児童センターを拠点として、地域で組織される児童センター
サポートクラブの地域組織活動と連携・協力し、異世代間交流
や安全対策活動に　より、子どもの健全育成を推進した。
　【目標】　サポートクラブ会員数　３００人
　【実績】　サポートクラブ会員数　２８５人

1,111,936 【目標】　サポートクラブ会員数　３００名 1,134,000 子育て支援課

① 14

妊婦健康診査（妊婦健康診査受診

票等の発行）

（地域子ども・子育て支援事業）

※基本目標⑤「母子保健・医療体制の充実」再掲事
業

A

　妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康
診査を実施するとともに、妊婦期間中の適時に必要に応じた
医学的検査を実施しました。また、母子健康手帳と一緒に健康
診査受診票を発行し、妊娠中の健康診査の費用を負担するこ
とにより、出産環境づくりを推進した。
　【目標】　妊婦健康診査延受診人数　　９９４名
　【実績】　妊婦健康診査延受診人数１，００３名

4,571,270 【目標】　妊婦健康診査延受診人数　９５２名 6,572,000 保健医療課

① 15 遊び方教室
※基本目標⑯「障がい児施策の推進」再掲事業

A

　１歳６カ月健康診査等で、心身の発達の遅れや育児不安な
どで支援が必要な母子を対象に、関係機関と連携した遊び方
教室を開催し、障がい児施策の推進を図った。
　【目標】　事業実施回数　１２回
　【実績】　事業実施回数　１２回

282,348 【目標】　事業実施回数　１２回 321,920 保健医療課

① 16 カズモ赤ちゃんの駅認定事業 A

　妊婦や子ども連れの保護者が気軽に外出できる環境づくり
のため、子育て設備の一定基準を満たした施設等をカズモ赤
ちゃんの駅として認定し、子育て支援を推進した。
　【目標】　認定施設数　１７箇所
　【実績】　認定施設数　１７箇所

- 【目標】  認定施設数　１７箇所 - 子育て支援課

① 17
病児保育事業
（地域こども・子育て支援事業）
※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事業

A

　病中または、病気の回復期にあるお子さんを就労などのた
め、家庭で保育できない保護者にかわり一時的に保育し、仕
事と子育ての両立を支援した。
　【目標】　延利用人数　３６人
　【実績】　延利用人数　１２人

2,054,737 【目標】　延利用人数　３６人 2,660,000 子育て支援課

① 18
病児保育医師連絡書文書作成料助
成金
※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事業

A

　利用者が負担すべき医師連絡書文書作成料を全額助成す
ることで、より病児保育事業を利用しやすいよう、環境の整備
を進めた。
　【目標】　延利用人数　３６人
　【実績】　延利用人数　１２人

29,700 【目標】　延利用人数　３６人 165,000 子育て支援課

② 19 幼児教育・保育事業
※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事業

A

　認定こども園保育部分・小規模保育事業所において、保護
者の就労等の理由により、保育の必要な幼児・児童を受け入
れ、保育環境の充実を図った。
　認定こども園教育においても、義務教育及びその後の教育
の基礎を培うものとして、幼児を保育し、幼児の健やかな成長
を助長するために、幼児教育・保育のサービスの充実を図っ
た。
・保育所入所児童人数
　【目標】 ２５２人　　【実績】 　　　２５５人（４月１日）
・幼稚園入園児童人数
　【目標】 　７４人　　【実績】 　　　７３人（４月１日）
・待機児童数
　【目標】 ０人　　【実績】 ０人

468,915,341

【目標】
 保育部分入園児童人数　２９２人
 教育部分入園児童人数　　６３人
 待機児童数　０名

495,559,000 子育て支援課

② 20
障がい児保育事業
※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事業
※基本目標⑯「障がい児施策の推進」再掲事業

A

　障がいをもつ子どもが安心して保育サービスを受けられるよ
う、保育所・幼稚園が加配する人件費を一部補助し、環境整備
に努めることで保育サービスの充実を図った。
　【目標】　－
　【実績】　加配補助実績額　　７，０７８千円

7,077,328
　障がいをもつ子どもが安心して保育サービスを受けられるよ
う、保育所・幼稚園が加配する人件費を一部補助し、環境整備
に努め保育サービスの充実を図る。

15,316,000 子育て支援課

② 21
延長保育事業

（地域子ども・子育て支援事業）

※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事業

A

　保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用
時間以外の日及び時間において、保育所等で保育を実施し、
保育サービスの充実を図るものである。
　【目標】　－
　【実績】　利用延人数　３１人

21,200

　保育を実施している法人において、保育士の確保など体制
確保が可能になった段階で実施する。
　なお、保育短時間対象者においては、保育標準時間の範囲
内において延長保育を実施する。

970,000 子育て支援課

② 22 小規模保育事業 A

　認可保育所より少人数の単位（定員１９人）で、０歳から２歳
までの子どもを対象に、家庭的保育に近い雰囲気のもと、きめ
細かな保育を行う小規模保育事業所を、令和元年１２月から、
ＮＰＯ法人の設置・運営により実施している。
　【目標】　入所児童人数 １９人
　【実績】　入所児童人数 １５人

【目標】　入所児童人数　１９人 子育て支援課

② 23 多子世帯保育料無償化事業
※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事業

A

　同一世帯で複数の未就学児が保育所を利用している場合に
おいて、３歳児未満で、かつ、保育料の算定で第２子として取
り扱う児童の保育所保育料を無料化することによって、子育て
に関する経済的負担の軽減を図るとともに、女性の社会進出
に伴う子育てと仕事との両立が図られるよう、保育所を利用し
やすい環境を整えた。
　【目標】　軽減対象児童数　６７人（前年実績以上）
　【実績】　軽減対象児童数　６７人

21,481,894 【目標】　軽減対象児童数　６７人（前年実績以上） 21,381,000 子育て支援課

② 24 保育士等加配補助金 A

　障がい児等の受入れや国の基準以上に保育士等を配置す
る認定こども園に対し、保育士等の配置に係る費用の一部を
補助することにより、円滑な施設運営と児童の健全育成を図っ
た。
　【目標】　補助対象事業所　４箇所
　【実績】　補助対象事業所　４箇所

【目標】　補助対象事業所　４箇所 子育て支援課

※②24を含む

※②19に記載

※②20に記載

※②24を含

※②19に記

※②20に記

2/9



評
価

事業実績
事業

決算額
(円)

事業成果目標
事業

予算額
(円)

所管課

基
本
目
標

番
 

号
具体的事業名

令和７年度 令和８年度

② 25 保育士確保対策補助金 A

　保育士資格を有する者が就職に必要な費用又は保育士養
成学校に入学し、保育士資格の取得を目指す学生の入学に
必要な費用について、留萌萌幼会が実施する貸付事業に対し
市が上乗せで助成を行い、市内の認可保育所に正職員の保
育士として５年間従事した場合において貸付金を免除すること
で、保育士資格を持つ保育人材の確保を図る事業である。
　【目標】　助成件数　５件
　【実績】　助成件数　１件

40,260 【目標】　助成件数　１件 1,432,000 子育て支援課

③ 26
確かな学力の向上を目指す教育の
推進

B

　令和７年度全国学力・学習状況調査は、小中学校ともに新た
に理科の調査が加わり、中学校理科についてはIRT方式での
実施となった。結果について、小学校においては理科は全国
平均を上回ったものの、国語・算数は全国平均を下回った。中
学校においては国語は全国平均を上回ったものの、数学・理
科は全国平均を下回った。目標には届かなかったものの、児
童生徒の実態に応じた指導の工夫や改善を行いながら、確か
な学力の向上を図り、学校教育環境の充実を図った。
・全国平均以上の教科数
　【目標】　前年度以上（Ｒ６　５０％）
　【実績】　３３％

-
【目標】　前年度以上
　全国学力・学習状況調査結果

- 教育政策課

③ 27 ICTを活用した情報教育の推進 B

　GIGAスクール構想に基づく端末やネットワーク整備を行うと
ともに、ＩＣＴ機器（パソコン等）・校内ＬＡＮなどの活用した教育
の質の向上と、情報活用能力の育成を図った。
・小・中学校におけるＩＣＴ機器を活用した授業づくりに対する満
足度　※保護者アンケート
　【目標】　前年度以上（R６　８１．２％）
　【実績】　７１．４％

-
【目標】　前年度以上
　小・中学校におけるＩＣＴ機器を活用した授業づくりに対する
満足度。※保護者アンケート

- 教育政策課

③ 28 総合的な学習時間 A

　小・中学校における総合的な学習時間において、自然体験
学習や職場体験学習などを実施することにより児童生徒の主
体性、資質、能力の向上を図った。
　【目標】　事業実施校　７校
　【実績】　事業実施校　７校

- 【目標】　体験学習等に取り組む学校数　７校 - 教育政策課

③ 29
スクールカウンセラー、スクールソー
シャルワーカーの配置

A

　いじめや不登校など、児童生徒の問題行動の早期発見・対
応のため、専門知識を有するスクールカウンセラー、スクール
ソーシャルワーカーを配置し、家庭への訪問指導等を実施し、
家庭地域と学校の連携の支援を図った。
・子どもの心に寄り添う相談体制の充実に対する満足度　※保
護者アンケート
　【目標】　前年度以上（R６　６１．９％）
　【実績】　６２．７％

549,840
【目標】　前年度以上
　子どもの心に寄り添う相談体制の充実に対する満足度。
　※保護者アンケート

1,296,000 教育政策課

③ 30 教育支援センター運営事業 A

　不登校又は不登校傾向にある児童生徒に対し、保護者・学
校・関係機関等と連携しながら、学習指導や適応指導、登校
支援等を実施し、学校への復帰や社会的な自立に向けた支援
を行った。

　【目標】　不登校児童生徒数に対する教育支援センターの申
込者数（率）前年度以上（R6　18人/　30.0％）
　【実績】　不登校児童生徒数に対する教育支援センターの申
込者数（率）　　16人/　25.8％

7,253,774
【目標】　不登校児童生徒数に対する教育支援センターの申込
者数（率）前年度以上

7,545,000 教育政策課

③ 31 通学区域の弾力的運用 B

　いじめや不登校への対応、通学の利便性や家庭の事情な
ど、様々な状況に配慮した通学区域の変更についての弾力的
な運用により、学校教育環境の充実を図った。
・子どもの心に寄り添う相談体制の充実に対する満足度　※保
護者アンケート
　【目標】　前年度以上（R６　６１．９％）
　【実績】　６２．７％

-
【目標】　前年度以上
　子どもの心に寄り添う相談体制の充実に対する満足度
　※保護者アンケート

- 教育政策課

③ 32 コミュニティ・スクール B

　小・中学校の学校運営に関して幅広い意見を求めるととも
に、より一層地域全体で子どもたちの成長を支える学校と地域
の連携・協働体制の構築・強化に向けた取り組みを進めた。
・コミュニティ・スクールの導入に対する満足度　※保護者アン
ケート
　【目標】　前年度以上（Ｒ６　７３．５％）
　【実績】　６８．３％

-
【目標】　前年度以上
　コミュニティ・スクールの導入に対する満足度
　※保護者アンケート

- 教育政策課

③ 33 小中学校の適正規模化 B

　小中学校の適正規模化は、市内のほとんどの学校が標準的
な学校規模に満たない状況であることから、「留萌市立小中学
校の適正規模等に関する基本方針」に基づき、子どもたちの
望ましい教育環境の整備に努めている。
・子どもにとって望ましい教育環境の維持に対する満足度　保
護者アンケート
　【目標】　前年度以上（Ｒ６　６６．３％）
　【実績】　５７．９％

-
【目標】　前年度以上
　子どもにとって望ましい教育環境の維持に対する満足度
　※保護者アンケート

- 教育政策課

③ 34 奨学資金の貸付 A

　留萌市奨学基金条例に基づき、教育の機会均等等の趣旨に
沿って、能力があるにもかかわらず経済的理由によって就学
困難な者を留萌市奨学生として選考し、奨学金を貸し付けるこ
とにより、学校教育環境の整備を図った。
　【目標】　申し込みに対する貸付率１００％
　【実績】　３名／３名

- 【目標】　申し込みに対する貸付率１００％ - 教育政策課

③ 35 教育扶助（就学援助）事業 B

　経済的理由により就学が困難であると認められる児童生徒
の保護者に対し、学用品費、修学旅行費、給食費などを援助
することにより、学校教育環境の整備を図った。
・学校生活にかかる費用の経済的な支援に対する満足度　※
保護者アンケート
　【目標】　前年度以上（Ｒ６　７１．３％）
　【実績】　６７．５％

14,162,912
【目標】　前年度以上
　学校生活にかかる費用の経済的な支援に対する満足度
　※保護者アンケート

20,387,000 教育政策課
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③ 36 英語指導助手配置事業 A

　これまで配置してきた英語指導助手２名に加え、るもいECタ
イムの導入に合わせて１名を増員した。活用方法、効果等を
検証し、必要に応じ見直しを図りながら事業を進めていくととも
に、小・中学校の長期休業期間における、認定こども園への派
遣を継続する。
　【目標】　ＡＬＴ配置　３名
　【実績】　ＡＬＴ配置　３名
　希望のあった認定こども園へ、ALTの派遣を行った。
　【目標】　－
　【実績】　派遣　認定こども園１か所、児童センター（夏休み・
冬休み中）

14,110,809 【目標】　前年度以上 12,364,000 教育政策課

③ 37 るもいECタイム A

　学校法人 田中学園との連携により、１・２年生から英語に親
しむ教育活動として、歌やお話、先生や子ども間のやり取りを
通してコミュニケーションを図る素地となる資質・能力の育成を
行ったとともに、教職員の負担軽減を図った。

　【目標】　前年度以上（Ｒ６　８２．９）
　【実績】　８４．１％

11,615,450
【目標】　前年度以上
　英語教育の充実に対する満足度
　※保護者アンケート

12,175,000 教育政策課

③ 38 学習アシスタント配置事業
※基本目標⑯「障がい児施策の推進」再掲事業

B

　教育的支援が必要な通常学級の児童生徒及び特別支援学
級の児童生徒が在籍する学校並びに教育支援センターに学
習アシスタントを配置し、学校においては学習効果を高めるた
めの学習支援や学校における日常生活の支援、教育支援セ
ンターにおいては通級する児童生徒への学習・適応指導によ
る学校復帰や社会的自立への支援を行った。
・少人数・習熟度別学習等の取り組みに対する満足度　※保
護者アンケート
　【目標】　前年度以上（Ｒ６　７８．５％）
　【実績】　７０．６％

47,230,206
【目標】　前年度以上
　少人数・習熟度別学習等の取り組みに対する満足度
　※保護者アンケート

56,770,000 教育政策課

④ 39 子育てガイド A

　地域の子育てに関する様々な情報を掲載した子育てガイド
ポケットや、子育て支援ネット「はーもにぃ」を市ホームページ
に掲載し、情報提供の充実を図った。
　【目標】周知人数　1,061人
　【実績】周知人数　1,061 人

-
【目標】周知人数　1,061人

-
子育て支援課
（支援センター）

④ 40 家庭児童相談室
※基本目標⑭「児童虐待防止の推進」再掲事業

A

　いじめ、虐待、しつけなど、子育てのあらゆる問題に対応でき
るよう、引き続き、家庭児童相談室に家庭児童相談員を配置
し、児童相談所等の関係機関と連携した相談体制の充実を
図った。
　また、引き続き主査を配置し、多様化する家庭内の問題や相
談に総合的に対応した。

19,820

　いじめ、虐待、しつけなど、子育てのあらゆる問題に対応でき
るよう、引続き家庭児童相談員を配置し、児童相談所等の関
係機関と連携した相談体制の充実を図る。また、引続き主査を
配置し、多様化する家庭内の問題や相談に総合的に対応す
る。

185,000 子育て支援課

④ 41 教育相談電話 B

　家庭や学校生活における悩みなどに対する相談を受けるた
め、相談電話を設置し、相談体制の充実を図った。
・子どもの心に寄り添う相談体制の充実に対する満足度　※保
護者アンケート
　【目標】　前年度以上（Ｒ６　６１．９％）
　【実績】　６２．７％

-
【目標】　前年度以上
　子どもの心に寄り添う相談体制の充実に対する満足度
　※保護者アンケート

- 教育政策課

④ 42

母子健康・栄養相談
※基本目標⑤「母子保健・医療体制の充実」再掲事
業
※基本目標⑩「次代の親の育成」再掲事業

A

　母子及び妊婦に対して、保健福祉センターを活用し、家庭に
おける健康管理、発育や発達段階にあわせた栄養指導など、
育児に関しての適切な助言・指導により相談体制の充実を
図った。
　【目標】　事業実施回数　１２回
　【実績】　事業実施回数　１２回

- 【目標】　事業実施回数　１２回 - 保健医療課

⑤ 43 母子健康手帳の交付と保健指導
※基本目標⑧「仕事と子育ての両立支援」再掲事業

A

　母と子の健康を守るために「母子健康手帳」を交付し、保健
指導を行うとともに、父親には「父子健康手帳」を配布して、父
親の育児参加を推進した。
・母子健康手帳配布冊数
　【目標】 ６０冊　　【実績】 ６５冊
・父子健康手帳配布冊数
　【目標】 ６０冊　　【実績】 ６５冊

63,600
【目標】
　母子健康手帳配布冊数　６０冊
　父子健康手帳配布冊数　６０冊

46,381 保健医療課

⑤ 44 妊産婦・新生児・乳幼児訪問事業 A

　個別に支援が必要な人を対象に、家庭訪問を実施し、健康
を維持しながら安心して妊娠、出産、育児ができるよう支援し
た。
　【目標】　年間延訪問件数　２００件
　【実績】　年間延訪問件数　２６５件

【目標】　年間延訪問件数　２００件 保健医療課

⑤ 45 予防接種 A

　予防接種法に基づき、伝染の恐れのある疾病の発生や蔓延
を防止するため、予防接種を行い、母子保健の充実を図った。
　【目標】　予防接種受診勧奨率　１００％
　【実績】　予防接種受診勧奨率　１００％

28,371,705 【目標】 予防接種受診勧奨率　１００％ 37,440,000 保健医療課

⑤ 46 乳幼児健康診査 A

　生後４カ月、９カ月の乳児及び１歳６カ月、３歳、５歳の幼児
を対象に、健康診査を行い、母子保健の充実を図った。
　【目標】　乳幼児健診受診率　100％
　【実績】　乳幼児健診受診率　92.9％

2,235,310 【目標】　乳幼児健診受診率　１００％ 2,233,757 保健医療課

⑤ 47
フッ化物塗布・洗口事業及び歯科検
診

A

　１歳６カ月以降の幼児を対象に、フッ化物塗布事業を、１歳６
カ月児及び３歳児健康診査において、歯科検診を実施し、母
子保健の充実を図るとともに、認定こども園・小中学校では、
フッ化物洗口を行い、う歯予防を図った。
・フッ化物塗布事業実施回数
　【目標】 １２回　　【実績】１２回
・フッ化物洗口事業延日数
　【目標】 ７３６日　　【実績】７１０日
・小学校及び中学校におけるフッ化物洗口事業実施回数
　【目標】 各校２２回　　【実績】 各校４２回

216,860

【目標】
　フッ化物塗布事業事業実施回数　１２回
　幼稚園及び保育園における
　フッ化物洗口事業延日数　６８５日
　小学校及び中学校における事業実施回数　２２回

296,542
保健医療課
教育政策課

⑤ 48 新生児聴覚検査費助成事業 A

　新生児聴覚検査の費用を助成することにより、聴覚障害の
早期発見と適切な療育へと導く受診環境の支援を図った。
　【目標】助成件数　７３件
　【実績】助成件数　５０件

309,600 【目標】　助成件数　６９件 462,000 保健医療課

※①３に記載 ※①３に記
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⑤ 49 不妊治療費助成事業 A

　令和４年４月１日から不妊治療は保険適用となったものの、
不妊治療にかかる先進医療は全額自己負担であり、治療費も
高額となることから、治療医及び交通費の一部を助成すること
により経済的な負担が軽減され少子化対策の充実を図った。
　【目標】　助成件数　８件
　【実績】　助成件数　３件

100,051 【目標】　助成件数　７件 270,000 保健医療課

⑤ 50 母子保健推進員 A

　留萌市母子保健推進員設置規則に基づき、母性並びに乳
児・幼児の健康の保持・増進に寄与する、母子保健推進員の
協力により、母子保健の充実を図った。
　【目標】　母子保健推進員人数　２４名
　【実績】　母子保健推進員人数　２４名

120,000 【目標】　母子保健推進員人数　２４名 145,240 保健医療課

⑤ 51 小児・産婦人科医療体制 A
　妊婦や乳幼児・児童が地域で安心して医療を受けられるよう
に医療体制の充実を図った。
　また、道補助を活用し、小児救急医療を支援した。

12,798,000  小児・産婦人科医療体制の維持 12,798,000
保健医療課
市立病院

⑤ 52 産後ケア事業 B

　産後の母子への心身のケア及び育児のサポートを行うこと
により、母子の心身の安定と育児不安解消を図った。
　【目標】　事業延参加人数　１４８人
　【実績】　事業延参加人数　　９６人

3,537,713 【目標】　事業延参加人数　１４２人 1,019,000 保健医療課

⑥ 53 おやつ教室 C

　１～３歳の子どもをもつ親を対象に、幼児期の食事や食習慣
を身につけるための教室を開催し、食の普及を図ったが、参加
者は2組と少なかった。
　【目標】　事業実施回数　１回
　【実績】　事業実施回数　１回

2,180 【目標】　事業実施回数　１回 5,000 保健医療課

⑥ 54 親子料理教室 B

　小学生の親子を対象に、「食生活改善推進員協議会」との共
催により、食に関する講話や調理実習などを行い、食育の推
進を図った。
　【目標】　事業実施回数　１回
　【実績】　事業実施回数　１回

14,000 【目標】　事業実施回数　１回 14,000 保健医療課

⑥ 55 栄養教諭による食育指導の実施 B

　成長過程にある児童生徒に対し、教育活動の一環として、
「食育」についての実践的な指導を行い、食育の推進を図っ
た。
　【目標】　食育指導回数　３０回
　【実績】　食育指導回数　２８回

- 【目標】　食育指導回数　４０回（小学校各クラス１回） - 教育環境推進担当

⑥ 56 学校給食地元食材活用事業 A

　学校給食に季節ごとの地元食材（るもい産米「ななつぼし」、
かずの子、ルルロッソなど）を使うことにより、児童生徒が地域
の産業等に関心をもってもらい、地産地消や安心食材への理
解を深める学びの機会を提供した。
　【目標】　食材使用回数　１２回
　【実績】　食材使用回数　１２回

1,517,630 【目標】　食材使用回数　２０回 4,814,000 教育環境推進担当

⑥ 57 子どもの食農教育推進事業 B

　小学生が留萌市食農教育推進協議会が実施する田植えや
稲刈り体験等を通じて、農業への関心や食と農業のつながり、
食を支える農業の役割について理解を深めた。
　【目標】　体験学習実施校　４校
　【実績】　体験学習実施校　４校

348,425 【目標】　体験学習実施校　４校 373,000 教育政策課

⑥ 58 食育推進事業 A

　　「第3次留萌市食育推進計画」に基づき、農業や水産を身
近に感じ、地元食材への興味・関心や食の大切さを親子で学
ぶことを目的とした体験事業（寺子屋るもいっ子事業）を実施
し、食育推進・愛郷心の育成につなげた。
　【目標】事業実施回数　３回
　【実績】事業実施回数　３回

【目標】　事業実施回数　３回 農林水産課

⑦ 59 公園施設長寿命化事業 A

　令和6年度に実施した公園施設の点検および健全度調
査の結果により、「留萌市公園施設長寿命化計画」(10ヵ
年：R8～R17)を変更し、R8年度以降の留萌市が管理す
る公園施設の改修計画を立案する。

【目標】-
【実績】公園施設の長寿命化計画変更

-

　変更した長寿命化計画を基に公園施設の改修を行い、公園
施設に起因する公園利用者被害を防止し、安心安全な公園を
確保する。

【目標】公園施設改修
・浜中運動公園　：　テニスコート×1、四阿×1
・見晴公園　：　柵(テニスコート)×1
・ひまわり公園　：　複合遊具×1、ベンチ×2
・萌晴公園：フェンス×1

- 都市整備課

⑦ 60 屋内交流・遊戯施設 A

　　「留萌市道の駅基本計画」に基づき、子どもの遊び場づくり
や子育て世帯を支援する環境づくりを進め、全天候型の遊具
スペースを備え、親子での滞在がより豊かになるよう、子ども
たちの活動が見えやすいカフェ機能なども併設した屋内交流・
遊戯施設の整備を行い、令和４年４月から供用を開始した。
　令和７年度には、１２月～２月の間試験的に遊戯広場の平日
利用時間延長を行うなど利便性向上に努めている。
・屋内交流・遊戯施設入込数
　【目標】 １８０，０００人　　【実績】　１６８，３０９人
・遊戯広場入込数
　【目標】 ２７，０００人　　【実績】 　２７，５２０人

指定管理事業
(道の駅るもい
全体に含む）

　交通結節点に位置する道の駅の立地を活かし、留萌地域の
ゲートウェイとして、特産品の販売や地元食材を活用した商品
の提供など、利用者の快適性の向上や観光を始めとした地域
情報の発信、さらには親子や地域住民などが継続して利用し
たくなるような、くつろぎの空間を提供するため、指定管理者と
連携して運営をする。
　【目標】  屋内交流・遊戯施設入込数　１８０，０００人
　　　　　  遊戯広場入込数　　　　　　　　 ２７，０００人

指定管理事業
(道の駅るもい
全体に含む）

経済観光課

⑦ 61 スクールガードリーダー配置事業 C

　子どもたちが安全で安心して教育を受けられるよう、学校や
通学路における子どもの安全確保を図るため、警察官ＯＢをス
クールガードリーダーとして配置して、各学校を定期的に巡回
し警備のポイントや危険個所、改善すべき点などの指導と評価
を行っていたが、令和５年５月３１日で体調面を理由に退職し、
その後は後任がいなく未配置の状態が続いていたことから、
令和７年度をもって事業を廃止するものとした。
・登下校中の子どもの安全対策に対する満足度　※保護者ア
ンケート
　【目標】　前年度以上（Ｒ６　７６．２％）
　【実績】　７７．８％

0 ※令和８年度から事業廃止 - 教育政策課

⑦ 62 スクールバス運行事業 A

　統合となった小中学校の通学区域に居住する児童生徒の通
学の安全を確保し、安心して学校生活を送ることができるよ
う、スクールバスを運行した。
　【目標】　対象児童生徒数　２５人
　【実績】　対象児童生徒数　２５人（Ｒ６　２３人）

20,602,885 【目標】　対象児童生徒数　２２人 23,230,000 教育政策課

※⑪83に記載

うち予算

263,000円

※⑪83に記載

うち実績

261,937円
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⑦ 63 交通安全教室 A

　未就学児・児童を対象に、幼稚園、保育所、小学校等におい
て、交通安全教育指導員などによる交通安全教室を開催し、
交通安全意識の向上を図った。
　【目標】　実施回数　２１回
　【実績】　実施回数　１７回

6,245,000 【目標】　交通安全教室・街頭啓発実施回数２１回 6,175,000 総務課

⑧ 64 学校給食費保護者負担軽減支援金 A

　近年の物価高騰による給食費値上がり相当分を市が支援す
ることにり、給食費保護者負担額を据え置いたことにより、子
育て世帯の経済的負担軽減が図られた。

　【目標】（対象となる児童生徒数）
　小学生　603人×支援額52円×年間給食数200日＝
6,271,200円
　中学生　353人×支援額61円×年間給食数200日＝
4,306,600円
　【実績】
　小学生　657人×支援額52円×年間給食数189日＝
6,452,472円
　中学生　359人×支援額61円×年間給食数188日＝
4,115,365円

10,567,837
令和８年度より、小学校給食費無償化事業負担金及び中学校
給食費保護者負担軽減支援として実施。

- 教育環境推進担当

⑧ 65 学校給食費多子世帯無償化事業 A

　物価高騰による経済的負担感の強い多子世帯の給食費を
無償化することにより、子育て世帯の経済的負担軽減が図ら
れた。

　【目標】（対象となる児童生徒数）
　小学生　59人×給食費322円×年間給食数200日＝
3,799,600円
　中学生　10人×給食費373円×年間給食数200日＝
746,000円
　【実績】
　小学生　59人×給食費322円×年間給食数190日＝
3,612,518円
　中学生　10人×給食費373円×年間給食数192日＝
715,787円

4,328,305
令和８年度より、小学校給食費無償化事業負担金及び中学校
給食費保護者負担軽減支援として実施。

- 教育環境推進担当

⑧ 65-1 小学校給食費無償化事業負担金 令和８年度より実施。 -
【目標】
○国基準分　＠1,455×527人×11ヶ月＝8,434千円
○市支援分　＠　800×173人×11ヶ月＝1,522千円

9,956,000 教育環境推進担当

⑧ 65-2
中学校給食費保護者負担軽減支援
分

令和８年度より実施。 -

【目標】
○負担軽減分
　一般分＠1,952×292人×11ヶ月＝6,270千円
　支援分＠　843×103人×11ヶ月＝956千円
〇多子無償化分
　＠7,625×10人×11ヶ月＝839千円

8,062,000 教育環境推進担当

⑨ 66 児童センター事業 A

　地域に密着した、子どもが安心して遊ぶことができる居場所
として、児童センターを開設し、子どもの健全育成を図った。
　【目標】 児童センター年間延べ利用回数　３３，３９０回
　【実績】 児童センター年間延べ利用回数　３５，２８４回

16,974,490
【目標】
 小・中学生の児童センター年間延べ利用回数　３５，２８４回

19,187,000 子育て支援課

⑨ 67 児童手当支給事業 A

　児童を養育している保護者等に手当を支給し、次代の社会
を担う子どもの健全育成を図った。
　【目標】　児童手当支給延人数　１８，０５０人
　【実績】　児童手当支給延人数　１４，７１１人

190,120,000 【目標】　児童手当支給延人数　１４，７１１人 191,135,000 子育て支援課

⑨ 68 青少年育成センター事業
※基本目標⑫「有害環境対策の推進」再掲事業

A

　青少年の非行防止対策として、青少年育成センターを設置
し、指導員等による市内定期巡回や祭典時の巡回などによ
り、子どもの健全育成を図った。
　【目標】　補導件数　０件
　【実績】　補導件数　０件

181,180 【目標】　補導件数　０件 543,000 子育て支援課

⑨ 69 青少年健全育成事業
※基本目標⑫「有害環境対策の推進」再掲事業

A

　青少年健全育成団体と連携し、異年齢児との交流や街頭啓
発活動などの事業を実施し、「青少年は地域から育む」という
視点に立ち、地域ぐるみで子どもたちの健全育成を図った。
　【目標】　青少年健全事業の延参加者数　　８２０人
　【実績】　青少年健全事業の延参加者数　　８５３人

1,512,244 【目標】　青少年健全事業の延参加者数　８２０人 1,655,000 子育て支援課

⑨ 70
ぼくの笑顔・わたしの笑顔展（児童福
祉週間）

A

　児童福祉週間にあわせて「ぼくの笑顔・わたしの笑顔展」を
実施し子どもたちの健全育成及びこどもまんなか児童福祉週
間のPRを行った。
　【目標】ぼくの笑顔・わたしの笑顔展開催回数　１回
　【実績】ぼくの笑顔・わたしの笑顔展開催回数　１回

- 【目標】　ぼくの笑顔・わたしの笑顔展　１回 - 子育て支援課

⑨ 71
青少年活動や対象事業の公共施設
利用料の減免

A

　スポーツセンターなどで、市内の団体が高校生以下の青少
年を対象として活動を行う場合の利用料を減免し、子どもの健
全育成を推進した。
　【目標】　１，１００件
　【実績】　　　９３７件

- 【目標】　減免延件数　1,000件 - 生涯学習課

⑨ 72 各種スポーツ大会の開催 A

　健康増進のため、マラソン大会やビーチバレー、スポーツテ
スト会などのスポーツ活動を通じて子どもの心身の健全育成
を図った。
　【目標】　事業実施回数　３回
　【実績】　事業実施回数　２回

- 【目標】　事業実施予定回数　３回 - 生涯学習課

⑨ 73 子どもたちの芸術鑑賞事業 A

　次代を担う子どもたちの豊かな感性や個性を育むために、優
れた舞台芸術の鑑賞の機会を提供し、子どもの健全育成を
図った。
　【目標】　事業実施回数　２回
　【実績】　事業実施回数　１回

663,300 【目標】　事業実施予定回数　２回 3,152,000 生涯学習課

⑨ 74 子どもたちの伝統文化体験事業 A

　古くから伝わる伝統文化を体験し、豊かな心を醸成するた
め、茶道、華道、筝曲、和太鼓、俳句、詩吟、和食の各教室を
開催し、子どもの健全育成を図った。
　【目標】　事業実施回数　３５回
　【実績】　事業実施回数　３０回

616,947 【目標】　事業実施予定回数　３０回 674,000 生涯学習課
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⑨ 75 出前講座「留萌ふるさと学習」 A

　郷土資料に実際に触れることで、郷土の歴史を正しく理解し
てもらい、ふるさとへの愛着心を育むため、学芸員が出前講座
を行い、子どもの健全育成を図った。
　【目標】　事業実施回数　２回
　【実績】　事業実施回数　２回（市内小中学校対象に限る）

-
【目標】　事業実施予定回数　２回
　※ふるさと館１回、学校１回を見込む

- 生涯学習課

⑨ 76 子どもの体力アップ推進事業 A

　コオーディネーショントレーニング（ＣＯＴ）を通じて、子どもが
発達段階に応じて身に着けておくことが望ましい動きや身体を
操作する能力を習得し、心身ともに健康で健全な子どもたちの
成長を図った。
　【目標】　事業実施回数　９９回
　【実績】　事業実施回数　７２回

473,550円 【目標】　事業実施予定回数　９０回 521,000円 生涯学習課

⑨ 77 民生・児童委員、主任児童委員
※基本目標⑬「子どもの権利・安全の確保」再掲事業

A
　地域の身近な相談相手として、子どもの健全育成や保護を
必要とする子どもの地域での見守りなどを行い、子どもの健全
育成を図った。

2,311,886
　民生委員・児童委員、主任児童委員により、子どもたちの見
守りや健全育成に関する支援を行う。

2,300,000 社会福祉課

⑨ 78 まちなか賑わい広場 B

　展示会やサークル活動、小規模な催事など個人から団体ま
で気軽に利用できるスペースを提供し、まちなかの賑わいと幅
広い世代の交流の場を創出した。
　【目標】　延利用者数　　１５，０００人
　【実績】　延利用者数　　１３，４５３人

8,601,106 【目標】　延利用者数　１５，０００人 8,602,000 経済観光課

⑨ 79 いきいき水産学習開催事業 C
　市内小中学生からの申し込みがなかったため、実績なし
　【目標】　事業実施回数　１回
　【実績】　事業実施回数　0回

- 【目標】　事業実施回数　１回 - 農林水産課

⑪ 80 読書感想文コンクール A

　読書の感動を文章表現することを通して、豊かな人間性や考
える力を育み、自分の考えを表現する力を養うことを目的に、
読書感想文を学年別に募集し､優秀作品を表彰することによ
り、家庭や地域の教育力の向上を図った。
　【目標】　事業参加人数　３００人
　【実績】　事業参加人数　１６１人

- 【目標】　事業参加人数　１６０人 - 生涯学習課

⑪ 81 ブックスタート事業 A

　毎月１回、生後９カ月の乳児を対象にした健康診査時に、
ブックスタートパック（絵本等）を配布し、家庭や地域の教育力
の向上を図った。
　【目標】　配布人数　５０人
　【実績】　配布人数　６８人

-
【目標】　配布人数　５０人

- 生涯学習課

⑪ 82 おはなしの会の開催 A

　年齢別に「おはなし会」を開催し、読書の大切さと親子のふ
れあいの場を設け、家庭や地域の教育力の向上を図った。
　【目標】　５０回
　【実績】　５３回

- 【目標】　実施回数　５０回 - 生涯学習課

⑪ 83 寺子屋・るもいっこ事業 A

　地域や各団体と連携しながら、「るもいの宝」である子どもた
ちがふるさとを愛し、勉強や遊び、体験などを通じて自ら考え
行動し、将来の夢を育むことができるよう、地域や各団体と連
携しながら「地域の学び舎」を開設した。
　【目標】　学習サポート４５回、体験事業１１回、講習会２回
　【実績】　学習サポート４５回、体験事業１２回、講習会２回

2,570,264円
【目標】
実施回数：学習サポート４５回、体験事業１１回、講習会２回

3,223,000円 生涯学習課

⑫ 84 立ち入り調査の実施 A

　青少年へ悪影響を及ぼす可能性のある有害環境に対して、
道や警察などと連携し、必要な立ち入り検査を実施するなど有
害環境対策の推進を図った。
　【目標】　立ち入り調査回数１５０回
　【実績】　立ち入り調査回数１４６回

149,000 【目標】　立ち入り調査回数　１５０回 150,000 子育て支援課

⑫ 85 安全で住みよいまちづくり B

　警報犯罪発生件目標は達成できなかったが、市と市民が協
力して犯罪、事故などを防止し、明るく安全で住みよいまちづく
りの実現を図るため、安全意識の高揚と生活安全の施策を推
進した。
　【目標】　刑法犯発生件数　４０件以下
　【実績】　刑法犯発生件数　５６件

100,000 【目標】　刑法犯発生件数　４０件以下 100,000 総務課

⑬ 86 児童の権利に関する条約の啓発 A

　「児童の権利に関する条約」の趣旨・内容の普及・啓発を図
るため、パンフレットや冊子の配布や市ＨＰに掲載し、子どもの
権利の確保を図るもの
　【目標】　事業啓発回数　１回
　【実績】　事業啓発回数　１回

- 【目標】　事業啓発回数　１回 - 子育て支援課

⑬ 87 旗の波運動 A

　ドライバーに対する交通事故防止、交通安全意識の向上を
図り、子どもの安全を確保する為、交通安全運動期間中に、旗
の波運動と市内幼稚園・保育園による街頭啓発を実施した。
　【目標】市内幼稚園・保育園による旗の波運動　３園以上
　【実績】市内幼稚園・保育園による旗の波運動　３園

6,245,000 【目標】市内認定こども園等による旗の波運動　３園以上 6,175,000 総務課

⑭ 88 要保護児童対策地域協議会
（地域子ども・子育て支援事業）

B

　要保護児童の適切な支援を図るため、留萌市要保護児童対
策地域協議会において、個別ケース会議等を開催するなど、
関係機関と連携、情報を共有しながら、児童虐待防止の推進
を図った。
　【目標】　－
　【実績】　開催回数　２１回

-

　引続き要保護児童の適切な支援を図るため、留萌市要保護
児童対策地域協議会において、個別ケース検討会議等を開催
するなど、関係機関と連携、情報共有しながら、児童虐待防止
の推進を図る。

- 子育て支援課

⑭ 89
児童虐待予防ケアマネージメントシ
ステム事業

A

　乳児健康診査などを活用して、保健所等と連携し、育児困難
や虐待の可能性があるなど、支援が必要な家庭の早期発見
及び適切な支援体制の構築を図り、児童虐待の発生防止を
図った。
　【目標】　事業実施回数　　６回
　【実績】　事業実施回数　　６回

- 【目標】　事業実施回数：６回 - 保健医療課
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⑮ 90 母子・父子自立支援員 A

　母子・父子自立支援員を配置し、相談内容に応じて必要な
様々な情報提供や指導・助言を行い、ひとり親家庭等への自
立支援を推進した。
　【目標】　児童扶養手当受給者の就労割合　９１．８％
　【実績】　児童扶養手当受給者の就労割合　９４．４％

- 【目標】　児童扶養手当受給者の就労割合　９１．８％ - 子育て支援課

⑮ 91 児童扶養手当支給事業 A

　父母の離婚などで、父又は母と生計を同じくしていない児童
が育成される家庭の生活の安定と自立促進及び児童福祉の
増進を目的に児童の養育者に手当を支給し、ひとり親家庭等
の自立支援を推進した。
　【目標】　児童扶養手当受給者の就労割合　９１．８％
　【実績】　児童扶養手当受給者の就労割合　９４．４％

77,619,650 【目標】　児童扶養手当受給者の就労割合　９１．８％ 78,960,000 子育て支援課

⑮ 92 ひとり親家庭等医療給付事業 A

　保護者及び児童の健康保持のため、北海道医療給付事業
補助要綱に基づき、ひとり親に対し、医療費の助成を行い、ひ
とり親家庭等への自立支援を促進した。
　【目標】
　　ひとり親家庭等一人当たりの助成件数　５．０件以上
　【実績】
    ひとり親家庭等一人当たりの助成件数　６．３件
　　（年間延助成件数2,523件　助成対象者数　403人）

6,290,263 【目標】　ひとり親家庭等一人当たりの助成件数　５．０件以上 7,353,000 市民課

⑯ 93 子ども発達支援センター A

　心身に障がいや発達に遅れのある幼児児童生徒及びその
保護者が地域で安心して暮らすことができるよう、幼児期から
の適切な療育、保護者支援等を行うことを目的に、５事業（放
課後等デイサービスを廃止し放課後集団活動となる）を実施し
た。
　【目標】　通所利用見込み児童数　　 　 １５０人
　【実績】　在籍児童数（３月３１日現在）　１７０人

9,675,000 【目標】　通所利用見込み児童数      １５０人 11,651,000
子ども発達

支援センター

⑯ 94 ことばの教室（幼児・小学生） B

　言葉の発達の遅れや構音障がいがある幼児・小学生の言葉
の発達のために、留萌小学校及び東光小学校に「ことばの教
室」を設置し、港北小学校・潮静小学校・緑丘小学校への巡回
指導も含めた施策の充実を図った。
・子どもの発達の特性に応じた学びの支援に対する満足　※
保護者アンケート
　【目標】　前年度以上（R６　７４．６％）
　【実績】　７３．８％

143,795
【目標】　前年度以上
　※子どもの発達の特性に応じた学びの支援に対する満足度
　　保護者アンケート

280,000
子育て支援課
教育政策課

⑯ 95 障がい児養育支援事業 A

　児童センターにおいて、障がい児受入のため、必要な指導員
を配置し、障がい児施策の推進を図った。
　【目標】障がい児養育支援員配置人数　５人
　【実績】障がい児養育支援員配置人数　５人

7,710,996 【目標】　障がい児養育支援員配置人数　５人 8,365,000 子育て支援課

⑯ 96 難聴児補聴器購入等助成事業 A

　身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中度の難聴児
を対象に補聴器の購入費等を助成し、障がい児施策の推進を
図った。
　【目標】助成人数　１人
　【実績】助成人数　２人

128,384 【目標】　助成人数　１人 139,000 社会福祉課

⑯ 97 重度心身障害者医療給付事業 A

　心身障がい者世帯の健康増進及び経済的な負担軽減を図
るため、北海道医療給付事業補助要綱に基づき、重度心身障
がい者に対し、医療費の助成を行い、障がい児施策の推進を
図った。
　【目標】
　　重度心身障害者一人当たりの助成件数　１５．０件以上
　【実績】
　　重度心身障害者一人当たりの助成件数　１９．３件
　　（年間延助成件数　8,649件　助成対象者数　448人）

33,194,063
【目標】
　重度心身障害者一人当たりの助成件数　１５．０件以上

35,125,000 市民課

⑯ 98 特別児童扶養手当支給事業 A

　重度の障がいの状態にあり、日常生活において常時介護を
必要とする２０歳未満の障がい児を監護等する父母又は養育
者を対象に手当を支給し、障がい児施策の推進を図った。
　【目標】　－
　【実績】　延支給件数　７２人

- 　制度に基づき特別児童扶養手当を適正に支給する。 - 社会福祉課

⑯ 99
小児慢性特定疾患児日常生活用具
給付事業

B

　小児慢性特定疾患児に対し、特殊寝台等の日常生活用具を
給付することにより、障がい児施策の推進を図った。
　【目標】給付人数　１人
　【実績】給付人数　０人（申請なし）

0 【目標】　助成人数　１人 104,000 社会福祉課

⑰ 100 子どもの学習支援事業 B

　生活困窮世帯に属する子どもに対して学習支援などを行い、
子どもの健全育成と学力の向上を図った。
　【目標】学習支援児童数　１人
　【実績】学習支援児童数　0人

0 【目標】　学習支援児童数　１人 884,000 社会福祉課

⑰ 101 青少年問題協議会 A

　青少年の指導、育成、保護及び矯正に関する総合的施策の
適切な実施のために、関係機関の必要な連絡調整を図るとと
もに、情報通信機器の普及によるインターネットトラブルや少
年非行等の概況、各機関における取組状況についても情報共
有を行った。
　【目標】　－
　【実績】　協議会開催回数　１回

9,000

　青少年の指導、育成、保護及び矯正に関する総合的施策の
適切な実施のために、関係機関の必要な連絡調整を図るとと
もに、情報通信機器の普及によるインターネットトラブルや子ど
もの貧困などの課題についても情報共有を進める。

34,000 子育て支援課

⑱ 102 子育て短期支援事業
（地域子ども・子育て支援事業）

　保護者の疾病等の理由により、家庭において養育を受ける
ことが一時的に困難となった児童について、児童養護施設等
に入所させ、必要な保護を行う。
　なお、対象となる施設が設置されていないため、里親制度の
活用の可能性など、調査・研究をしていく。

- 　未実施事業のため、実施方策の調査・研究を行う。 - 子育て支援課
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⑱ 103
実費徴収に係る補足給付を行う事
業
（地域子ども・子育て支援事業）

　保護者の世帯所得を勘案して、特定教育・保育施設等に対
して保護者が支払うべき日用品、文房具その他の教育・保育
に必要な物品の購入に要する費用又は行事への参加に要す
る費用等を助成するもの。
　国が示す対象範囲と上限額に基づき、低所得者に対しての
公費による負担軽減について、調査・研究をしていく。

- 　未実施事業のため、実施方策の調査・研究を行う。 - 子育て支援課

⑱ 104
多様な主体が本制度に参入すること
を促進するための事業
（地域子ども・子育て支援事業）

　特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関す
る調査研究や、その他の多様な事業者の能力を活用した特定
教育・保育施設等の設置又は運営を促進する。
　なお、令和元年１２月から、ＮＰＯ法人の設置・運営による小
規模保育事業所を実施している。

- 　未実施事業のため、実施方策の調査・研究を行う。 - 子育て支援課

⑱ 105 子育て世帯訪問支援事業
（地域子ども・子育て支援事業）

令和８年度より実施 - ①10-2へ移動 - 子育て支援課

⑱ 106 児童育成支援拠点事業
（地域子ども・子育て支援事業）

- 　未実施事業のため、実施方策の調査・研究を行う。 - 子育て支援課
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   資料３   

    

こども誰でも通園制度事業者の認可・確認について 

 

１ 制度の概要について 

（１）乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）とは 

本事業は、全ての子どもの育ちを応援し、子どもの良質な成育環境を整備す

るとともに、全ての子育て家庭に対して、多様な働き方やライフスタイルにか

かわらない形での支援を強化するため、現行の幼児教育・保育給付とは別に、

月一定時間までの利用可能枠の中で、就労要件を問わず時間単位等で柔軟に利

用できる新たな事業として創設された。 

 

（２）事業の利用について 

区  分 内   容 

利用対象者 
０歳６か月から満３歳未満までの保育所等に通園していない子

ども 

利用可能時間 子ども一人当たり月１０時間まで 

利用料 １時間当たり３００円 

利用認定 保護者が市へ申請し、認定手続を行う 

利用予約 国のこども誰でも通園制度用システムを利用して予約をする 

 

（３）事業の実施について 

区  分 内   容 

対象施設 
保育所、認定こども園、地域型保育事業所（小規模保育事業、家

庭的保育事業）、幼稚園、認可外保育施設 

認可 児童福祉法に基づく「認可」が必要 

補助単価 
子ども一人１時間当たり 

０歳児：１，７００円、１・２歳児：１，４００円 

  



 

区  分 内   容 

実施方法 

□一般型（在園児合同） 

施設の定員と関わりなく受け入れ、在園児と合同で保育 

□一般型（専用室独立実施） 

施設の定員と関わりなく受け入れ、在園児とは別室で保育 

□余裕活用型 

施設の定員に達していない場合に、定員の範囲内で受け入れ、 

保育 

利用方法 

□定期利用（特定の施設を定期的に利用する方法） 

□柔軟利用（施設や時間を固定せず、柔軟に利用する方法） 

□定期利用と柔軟利用の組合せ 

遵守すべき基準 

留萌市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を 

定める条例 

□施設の基準 

【０、１歳児】 

・乳児室 １．６５㎡／人 

・ほふく室 ３．３㎡／人 

【２歳児】 

 ・保育室又は遊戯室 １．９８㎡／人 

□職員配置基準 

【０歳児】 ３：１ 

【１・２歳児】 ６：１ 

・保育従事者（保育士等） 

・原則、２名以上配置 

  

（４）一時預かりとの違いについて 

区  分 内   容 

一時預かり事業 
保護者の都合等で一時的に保育を行うことが困難な状 

況である場合に利用できる「親主体」の事業 

こども誰でも通

園制度 

子どもが家族以外の人と関わる機会の創出を意義としており、家

庭にいるだけでは得られない様々な経験を通じて、子どもの育ち

を応援する「こども主体」の制度 



 

２ 令和８年度認可・確認を行う施設 

 本事業を実施するにあたり、市が認可・確認を行う事業所は次の通り。 

 

 

 

 

 

 

 

３ 今後の日程について 

 本日、子ども子育て会議において意見の聴取後、各施設を認可。子どもの預かり

については準備が整い次第開始とする。 

No. 施設名 区分 年齢 人数 時間 日/週 週/月 提供時間/月

0歳 2 8.0h 5.0日 4週 320

1歳 2 8.0h 5.0日 4週 320

2歳 2 8.0h 5.0日 4週 320

2 認定こども園沖見保育園 余裕活用型 1歳 1 2.0h 5.0日 4週 40

3 認定こども園みどり保育園 余裕活用型 1歳 5 2.0h 5.0日 4週 200

1 小規模保育すまい留 一般型（専用室独立型）



 

   資料４   

    

留萌市子育て世帯訪問支援事業の実施 

 

１ 実施根拠 

令和４年度の児童福祉法改正（令和６年４月１日施行）により、子育て家庭への

支援の充実の一環として新設された事業で、市町村において実施することが努力義

務となっている。 

 

２ 目的 

  家事、子育て等に対して不安や負担を抱える子育て家庭、妊産婦、ヤングケア

ラー等がいる家庭を対象に、訪問支援員を派遣し、必要な支援を行うことにより、

家庭や養育環境を整え、虐待リスク等の高まりを未然に防ぐ。 

 

３ 対象者 

  市内に居住し、児童、保護者または妊婦からの相談、庁内の関係部署及び関係

機関からの情報提供、相談等により把握され、事業による支援が必要であると市

長が認めた者とする。 

（１）要保護児童、要支援児童の保護者又はそれに該当するおそれのある児童の

保護者 

 （２）特定妊婦等、出産前から支援を行うことが特に必要と認められる妊婦及び

それに該当するおそれのある妊婦 

 （３）その他、市長が本事業による支援が必要と認める者（ヤングケアラー等を

含む。） 

 

４ 利用者負担額 

 別表に定める区分により、費用の一部を負担する。措置による事業の利用に該

当する場合は、費用は無料とする。 

 

 

 

 



 

別表 

世帯区分 

利用者負担額 

訪問支援費 

（１時間当たり） 

交通費等 

（１回当たり） 

生活保護世帯 ０円 ０円 

市民税非課税世帯 ０円 

（年間９６時間を超えた

場合、３３０円） 

０円 

（年間９６時間を超えた

場合、２００円） 

市民税所得割課税額７７，１０

１円未満世帯（年収３６０万円

未満相当） 

０円 

（年間４８時間を超えた

場合、６６０円） 

０円 

（年間４８時間を超えた

場合、４００円） 

その他の世帯（一般課税世帯） １，６５０円 １，０００円 

市が利用措置決定した世帯 ０円 ０円 

 

５ 実施方法：公募により委託 

（１）家事支援は、市内訪問介護支援事業所に委託 

（２）育児支援は、ファミリーサポートセンター事業を委託している NPO法人等

に委託 

 

６ 今後の予定 

事業開始に向け、公募にて業務委託事業所を募集予定。応募があった事業所に

対して、市が訪問支援員研修を実施する。必要な準備が整いしだい、市民周知を

行い、事業を実施する。 



年齢区分 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児

配置基準 ３：１ ２０：１

入所児童 2人 15人 29人 14人 60人

待機児童 0人 0人 0人 0人 0人

潜在待機児童 0人 0人 0人 0人 0人

入所児童 2人 15人 11人 16人 44人

待機児童 0人 0人 0人 0人 0人

潜在待機児童 0人 0人 0人 0人 0人

入所児童 7人 7人 9人 17人 21人 20人 81人

待機児童 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

潜在待機児童 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

入所児童 8人 11人 18人 24人 26人 25人 112人

待機児童 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

潜在待機児童 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

入所児童 15人 18人 31人 71人 87人 75人 297人

待機児童 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

潜在待機児童 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

年齢区分 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児

配置基準 ３：１ ２０：１

入所児童 3人 5人 7人 15人

待機児童 0人 0人 0人 0人

潜在待機児童 0人 0人 0人 0人

■待機児童数

年齢区分 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計

認定児童 18人 23人 38人 71人 87人 75人 312人

入所児童 18人 23人 38人 71人 87人 75人 312人

待機児童 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

潜在待機児童 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

■小規模保育事業所

〔報告事項〕

令和８年７月１日現在

３０：１

施設名
【利用定員】

■保育所（広域入所は除く）

令和８年度　認定こども園等利用状況

小計

かもめ幼稚園
【７５人】

留萌聖園
幼稚園

【６０人】

沖見保育園
【８０人】

認定こども園
（幼稚園型）

６：１

小計
３０：１

小規模保育所

６：１

全施設

みどり保育園
【１２0人】

認定こども園
（保育所型）

施設名
【利用定員】

すまい留
【19人】

小計
【3３５人】

資料５



   資料６ 

    

令和７年度子育て世代包括支援センター 

事業実績 
 

１ 相談事業 

 ⑴母子保健に関する相談・面談（市民健康部保健医療課保健師・栄養士） 

母子健康手帳交付 65 件 

定例健康相談・電話・来庁等 631 件 

訪問指導（新生児訪問含む） 265 件 

合  計 961 件 

 

 ⑵子育てに関する相談（教育委員会子育て支援課子育て支援センター保育士） 

電話・来庁等 30 件 

訪問指導（新生児訪問含む） 8 件 

合  計 38 件 

 

 

２ 子育て世代包括支援センター連絡会議 

  ５月・７月・９月・１１月・１月・３月 ６回開催 

  出席者：教育委員会子育て支援課子育て支援センター（保育士） 

        〃     〃  子育て支援係（事務職） 

        〃     〃  子ども家庭支援担当（保健師） 

      市民健康部保健医療課保健指導第１係（保健師・栄養士） 

      留萌振興局保健環境部（保健師） 

  主な議題：乳幼児健診や乳児全戸訪問後、支援が必要な家庭等に関するケース

連絡、子育て支援事業に関すること、保育所の利用状況などについて

情報共有 

 

  



３ 「パパママサロン」 

市内唯一の小児科である留萌市立病院を身近に感じてもらうとともに、気軽に

子どもの健康や発達について相談できる場を設けることで、子育てに関する不安

を取り除くことを目的として、令和５年９月から毎月子育て支援センターで実施

中。 

 

【令和７年度の実施内容】 

  テーマ 組数 大人 子ども  合計 

４/25(金) 小児科受診のタイミングとかかり方 4 5 4 9 

5/30(金） 小児科で出るくすり 3 3 3 6 

6/27(金） 予防接種にいこう 2 2 2 4 

7/25(金） おはだのケアと病気 5 5 7 12 

8/29(金） 知っておきたいけいれんの話 11 12 12 24 

9/26(金） おなかがいたい 3 3 3 6 

10/31(金) インフルエンザの基礎知識 3 3 3 6 

11/28(金） みんな心配、発達のこと 4 4 4 8 

12/19(金) 
こどものよくある事故とけが 

(誤嚥、誤飲） 5 5 5 10 

1/23(金) 
こどものよくある事故とけが 

(頭部打撲と肘内障） 4 4 4 8 

2/27(金) いろいろあります、アレルギー 6 6 6 12 

合計人数 
  

50 52 53 105 

 

 

 

 

 

 



４ 産後ケア事業 

【通所型：ホッ♡とママ教室】 

  出産直後の母子への心身のケア及び育児のサポート等を行うことにより、母子

の心身の安定と育児不安の解消を図る産後ケア事業を実施することにより、子ど

もを安心して産み育てられるためのまちづくりを目的とする。 

 月１回テーマをかえて実施。３テーマ（３か月）を１クールとし、３クール（計

９回）実施。対象者は、生後おおむね１２ヵ月以内の乳児を養育する父母。 

○参加者数：父母 ４８人（実人数２２人）、子 ４８人（実人数２２人） 

○従事者：助産師、保育士、保健師、栄養士、歯科衛生士、母子保健推進員 

○実施内容：講話・実技・個別相談 

 テ  ー  マ 

Ａ 講話（生活リズムについて）、実技（ふれあい遊び、足形アート） 

Ｂ 実技（ベビーヒーリングタッチ）、母のケア（ストレッチ） 

Ｃ 講話（離乳食について：試食あり）、母のケア・実技（口腔ケア、骨盤ケア 

 

 

 

 

 

 

 

 

【訪問型】 

○利用者数 来所 ３０人（実人数２１人）、訪問 ２２人（実人数１８人） 

○実施状況：助産師が利用希望のある産婦に対し訪問及び来所にて個別で対応 

○実施内容：授乳相談、授乳姿勢の練習、乳房マッサージ、乳腺炎等のトラブル

へのケア、育児相談、沐浴の手伝い、骨盤ケアやストレッチ等 



（単位：千円　事業費（継続）：上段-今年度　下段-前年度）

国・道補助 地方債 その他 一般財源

新規 寿児童センター補修事業
地域の子どもや子育て世帯が集う場所である寿児童センターの屋

根より雨漏りが発生したため、施設の整備を進める。 2,673 2,600 73 子育て支援課

新規 沖見児童センター遊具等設置工事
地域の子どもの健全育成や多世代交流の場として地域コミュニティ

形成に寄与することを目的として、沖見児童センター裏の敷地に遊具
等を設置する。

4,620 4,620 子育て支援課

国・道補助 地方債 その他 一般財源

15,316 15,316

(9,951) (9,951)

1,432 1,432 子育て支援課

(1,432) (1,432) 子育て支援課

21,381 6,492 14,889

(20,023) (6,278) (13,745)

新規 乳児等通園支援事業

乳児又は幼児であつて満３歳未満のもの（保育所に入所してい
るものその他の内閣府令で定めるものを除く。）に適切な遊び及
び生活の場を与えるとともに、心身の状況及び養育環境を把握す
るための当該保護者との面談並びに当該保護者に対する子育てに
ついての情報の提供、助言その他の援助を行う。

1,116 976 140 子育て支援課

165 165

(165) (165)

新規 子育て世帯訪問支援事業

訪問支援員が、家事・子育て等に対して不安・負担を抱えた子
育て家庭、妊産婦、ヤングケアラー等がいる家庭の居宅を訪問
し、不安や悩みを傾聴するとともに、家事・子育て等の支援を実
施する。

3,736 2,490 1,246 子育て支援課

1,134 1,134

(1,134) (1,134)

4,114 4,114

(3,586) (3,586)

継続

継続

子育て支援課

継続

こども計画策定支援委託料

こどもの意見聴取を行い、国のこども大綱及び道のこども計画を勘
案した「留萌市こども計画」を策定し、すべてのこども・若者が身体的・
精神的・社会的に幸福な生活を送ることができる社会の実現を目指
す。

子育て支援課

児童センターサポートクラブ活動
費補助金

各児童センターに組織されている児童センターサポートクラブ
に対し、活動費を補助することによって、世代間の交流・研修・
事故防止活動等の地域児童福祉向上を図る。

子育て支援課

事業費

教　育　環　境　部　門

子育て支援課

１８歳未満の子どもがいる多子世帯について、未就学児が保育
所を利用している場合、３歳児未満で、かつ、保育料の算定で第
２子として取り扱う児童の保育所保育料を無償化することで、子
育てに関する経済的負担の軽減を図り、保育所を利用しやすい環
境を整える。

病児保育の利用に必要な「医師連絡書」の作成費用を助成し、利用
者の経済的負担の軽減を図り利用しやくすることで、児童の健全育成
と保護者の仕事と子育ての両立を支援する。
　・病児保育利用見込（見込み50人/年）

継続
病児保育医師連絡書文書作成料助
成金

多子世帯保育料無償化事業

保育士確保対策補助金

継続

事業費
財源内訳

所管課

■安全・安心な教育環境の確保

財源内訳新規
継続

事業名

子どもの育成と支援

■子ども・子育て支援

事業概要

継続 保育士等加配補助金
障がい児等の受入れや国の基準以上に保育士等を配置する認定

こども園に対し、保育士等の配置に係る費用の一部を補助するこ
とにより、円滑な施設運営と児童の健全育成を図る。

子育て支援課

　保育人材の確保及び離職防止の対策として、入学・就職準備金
や保育料負担を免除・軽減する補助を行い、保育環境の充実を図
る。
①入学・就職準備金補助金
市内に特定教育・保育施設を設置している法人が実施する貸付事
業（無利息30万円）に20万円を上乗せして保育士確保を図る。
②保育料保育士負担分免除補助金
市内の保育所等に児童を入所させ、かつ、保育士として勤務する
場合、保育料を全額免除する。
③保育料事業主負担分軽減補助金
上記補助金の対象外となる保育士に対し、北海道社会福祉協議会
の保育料貸付制度を利用し、かつ、保育事業主が保育料の助成を
行っている場合、事業主が負担した額の1/2を補助する。

令和８年度　留萌市教育委員会主要施策一覧表

所管課
新規
継続

事業名 事業概要

資料７
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   資料８ 
                              

 
留萌市子ども・子育て会議運営要領 

（趣旨） 

第１条 この要領は、留萌市子ども・子育て会議の会議（以下「会議」という。）の

運営に関して必要な事項を定める。 

（会議の周知） 

第２条 会長は、会議を招集しようとするときは、あらかじめ、日時、場所及び議題

を委員に通知するものとする。 

（代理人の出席等） 

第３条 会長は、委員が会議に出席できない場合であって、当該委員からあらかじめ

申し出があったときは、代理人の出席を認めることができる。 

２ 代理人は、会議に出席し、発言することができる。 

３ 代理出席した者には、報酬を支給しないものとする。 

 （会議の公開等） 

第４条 会議は公開とする。ただし、会長は、公開することにより公平かつ中立的な

審議に著しい支障を及ぼす恐れがあると認めるときその他正当な理由があると認

めるときは、会議を非公開とすることができる。 

２ 会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずる等、必要な措置

を行うことができる。 

（議事録） 

第５条 会長は、次に掲げる事項を記載した議事録を作成するものとする。 

 ⑴ 会議の開催日時及び場所 

⑵ 出席した委員の氏名（代理人が出席した場合は、その旨を含む。） 

⑶ 議事の経過及び概要 

⑷ その他必要な事項 

２ 前項の議事録には、会長が指名した２名の委員が署名するものとする。 

３ 議事録及び配布資料は公開とする。ただし、会長は、公開することにより公平か

つ中立的な審議に著しい支障を及ぼす恐れがあると認めるときその他正当な理由

があると認めるときは、議事禄及び配布資料の全部又は一部を非公開とすることが

できる。 

（専門部会） 

第６条 第２条から第５項までの規定は、専門部会の運営について準用する。この場

合において、「会議」とあるのは「部会」と、「会長」とあるのは「部会長」と読み

替えるものとする。 

 

附 則 

 この要領は、平成２５年１１月１日から施行する。 



   資料９ 

 

留萌市子ども・子育て会議委員 （任期：Ｒ７.１１.１～Ｒ９.１０.３１） 

  

 

番号 団　体　名 役　職 氏　名

1 公募委員 堀 口 千 晶

2 公募委員 金 子 麻 綾

3 公募委員 長 谷 川 桃 子

4
学校法人　旭川カトリック学園
認定こども園　留萌聖園幼稚園

副園長 峨 家 麻 美 子

5
学校法人　萌愛学園
認定こども園　かもめ幼稚園

園長 福 士 惠 里 子

6 社会福祉法人　留萌萌幼会
みどり保育園

園長
竹 内 美 和

7 ＮＰＯ法人　ＮＰＯおたすけママくらぶ 理事 和 泉 美 輪

8 留萌市小中学校校長会 事務局長 熊 倉 一 弘

9 留萌市ＰＴＡ連合会 会長 佐 藤 俊 一

10 留萌市青少年健全育成推進員協議会
研修組織部会
会長

鳴 海 智 恵

11 留萌市民生児童委員連絡協議会 会長 長 尾 保 廣

12 るもいママのふらっとひろば 代表 佐 藤 愛 莉

13 ＮＰＯ法人　留萌スポーツ協会 理事 中 路 和 也

14 社会福祉法人　留萌市社会福祉協議会 事務局次長 鈴 木 出

15 連合北海道　留萌地区連合会 事務局長 野 呂 照 幸

16 留萌商工会議所 指導課長代理 村 山 慧 星



   資料 10①  

 

令和７年度第３回子ども子育て会議 質問事項及び回答 

 担当： 教育委員会教育政策課 

質問者 ： 堀口 千晶 委員 

質 問 の 内 容  

  
  学習アシスタントが不足していると聞いた。子ども達の学習や日頃の学校生
活のケアなどに影響が出るのではないかと思うので、現状をお伺いしたい。ま

た、不足しているのであれば充足させる見込みがあるなどの対応を伺いたい。 
 
 

回 答  

 

 学習アシスタントの配置は、「留萌市学習アシスタント任用取扱要領」の規定

に基づいて行っており、令和７年度につきましては、過不足なく配置しておりま

す。 

 令和８年度の配置につきましては、一部の学校で１名の不足が生じる見込みと

なっておりますが、現在ハローワークを通じて募集を行っているところです。 
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令和７年度第３回子ども子育て会議 質問事項及び回答 

 担当： 教育委員会教育政策課 

質問者 ： 堀口 千晶 委員 

質 問 の 内 容  

  
  中学校にことばの教室ができると聞いたが、実際にそういった計画があるの
か、また事実であればどの程度進んでいるのか伺いたい。 

 
 

回 答  

 

 現在、留萌小学校と東光小学校に通級指導教室（ことばの教室）が設置されて

おり、担当教員による開設校での通常指導のほか、他の小学校への巡回指導も実

施しておりますが、中学校には設置されていないことから、中学校へ進学すると

指導が受けられない状況となっております。 

 このことから、現小学６年生～中学２年生の保護者を対象に、中学校における

通級指導に関するアンケート調査を行ったところ、一定程度のニーズがあったこ

とから、令和８年４月から中学校に通級指導教室を設置する方向で、要綱の制定

や教室の確保、必要備品の整備などを順次進めております。 

 


